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データヘルス計画の推進と
評価・見直しに向けた課題

（国保の事例から）

2017.6.6

公益社団法人 国民健康保険中央会

鎌形喜代実

国立保健医療科学院
資料

＜本日の話の内容＞

１．データヘルス計画策定にかかわる国の動き
• 日本再興戦略
• 国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針見直し
• 保険者機能の強化
• 保険者努力支援制度前倒し

２．国保・後期高齢者ヘルスサポート事業
• ガイドラインから
• 保険者実態調査から
• 市町村国保の特徴
• 事業の評価

３．保険者が策定したデータヘルス計画より

４．第2期のデータヘルス計画策定に向けて

５. 見直しに向けた課題
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１.データヘルス計画策定にかかわる国の動き

○ 平成25年６月に閣議決定された「日本再興戦略」において、全ての健康
保険組合等に対して、データヘルス計画の作成と事業実施等を求めること
とされた。

日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定） 抄
健康保険法等に基づく厚生労働大臣指針（告示）を今年度中に改正し、全ての
健康保険組合に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保
持増進のための事業計画として「データヘルス計画（仮称）」の作成・公表、事業
実施、評価等の取組を求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行うことを推
進する。

○ 平成26年４月国民健康保険法等に基づく保健事業の実施等に関する指
針の改正を実施

保健事業の実施等に関する指針の改正

第四 保健事業の実施計画（データヘルス計画）の策定、実施及び評価
保険者は、健康・医療情報を活用した被保険者の健康課題の分析、保 健事業
の評価 等を行うための基盤が近年整備されてきていること等を踏まえ、健康・
医療情報を活用してPDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実
施を図るための保健事業の実施計画を策定した上で、保健事業の実施及び評
価を行うこと
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保険者機能の強化

保険者の果たすべき機能
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指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況

○第三者求償の取組状況

○考え方について

保険者努力支援制度（前倒し（平成28年度分））について

【評価指標の考え方について】
○ 糖尿病等の重症化予防、後発医薬品の使用促進、特定健診受診率向上、個人へのインセンティブ提供などの

医療費適正化に資する取組の実施状況を項目として設定する。

【評価指標ごとの加点の考え方について】
○ 各評価指標ごとに医療費適正化効果、取組の困難さ及び基礎的な体制構築等を総合的に考慮し５～40点を

配点する。

【予算規模について】
○ 前倒し分にあっても、一定のインセンティブを付与する観点から150億円の予算とする。

○評価指標について

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当者
及び予備群の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導受診率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に
基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○歯科疾患（病）検診実施状況

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況

○重症化予防の取組の実施状況

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況
○個人へのインセンティブの提供の実施
○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複服薬者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進の取組
○後発医薬品の使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況

○保険料（税）収納率

※過年度分を含む

指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況

○データヘルス計画の策定状況

指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況

○医療費通知の取組の実施状況

指標④ 地域包括ケアの推進に関する取組の実施状況

○国保の視点からの地域包括ケア推進の取組
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医療費適正化計画における指標と保険者努力支援制度における指標との関係

○予防・健康づくり等の保険者共

通のインセンティブに関する指標
を踏まえて、今後、具体的な指標
を検討

○その際、医療費適正化計画にお

いて位置づけられる指標も踏まえ
ることが必要

保険者努力支援制度
（平成30年度～）※2

○データ分析等を通じて、都道府

県や保険者における取組が可能
なものを中心に、指標として位置
づける。

（指標）

① 住民の健康の保持の推進に
関する目標

② 医療の効率的な提供の推進
に関する目標

医療費適正化計画
（平成30年度～）※1

保険者努力支
援制度にも盛
り込まれた指
標に係る取組

を支援

医療費適正化
計画の指標も
踏まえて検討

指標

支援

※1 地域医療構想の策定時期により平成28年度よ

り前倒しで計画策定が可能のため、本年度中に
基本方針を策定

※2 保険者努力支援制度の指標のうち、可能なもの

は、平成28年度から特別調整交付金により支援
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6

データヘルス事業の推進

7

平成28年度

946保険者等支援数
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２.国保・後期高齢者ヘルスサポート事業

9

②（再掲）
ヘルス
アップ

事業(計）

③（再掲）
ヘルス
アップ
事業
以外

⑦（再掲）
ヘルス
アップ

事業(計）

⑧（再掲）
ヘルス
アップ
事業
以外

（再掲）
Ⅱ．ヘルス
アップ事業
支援保険者

数
（②＋⑦）

（再掲）
Ⅲ．ヘルス
アップ事業
以外の支援
保険者等数
（③＋⑧＋⑫）

平成26年度 1,716 156 375 531 30.9% 164 6 19 25 15.2% 47 24 51.1% 1,927 162 418 580 30.1%

平成27年度 1,716 317 445 762 44.4% 164 6 35 41 25.0% 47 26 55.3% 1,927 323 506 829 43.0%

平成28年度 1,716 359 515 874 50.9% 163 8 40 48 29.4% 47 24 51.1% 1,926 367 579 946 49.1%

Ⅴ．事業
支援率
（Ⅳ/Ⅰ）

①管内
保険者

数

④事業支援保険者数計
（②+③）

⑤事業
支援率
（④/①）

⑥管内
保険者
数

⑨事業支援保険者数計
（⑦＋⑧）

市町村国保 国保組合 後期高齢者医療広域連合 計

⑩事業
支援率
（⑨/⑥）

⑪管内
広域連
合数

⑫支援
広域連
合数

Ⅳ．事業支援保険者等数
（Ⅱ＋Ⅲ）

⑬事業
支援率
（⑫/⑪）

Ⅰ．管内
保険者等

数
（①＋⑥＋

⑪）

47都道府県国保連合会保健事業支援・評価委員会の
保険者支援状況

（平成26年度～28年度実績）
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国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインより
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計画策定体制＜市町村国保＞

34.4

59.0

6.1

6.5

0 20 40 60 80 100 

主担当部署単独で策定

庁内複数部署による協議で策定

外部機関等を含む委員会で策定

その他

(%)

n=1102
（複数回答）
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2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果
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2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

保険者は何を課題と感じていたか

13

92.6 

66.5 

78.3 

41.4 

62.4 

59.1 

55.5 

56.2 

43.2 

39.9 

12.5 

11.7 

28.5 

51.0 

39.9 

35.1 

0 20 40 60 80 100
(%)

50.8

19.4

45.7

9.3

20.3

18.6

21.2

9.4

4.4

9.2

3.3

2.5

4.6

4.5

10.1

4.7

4.1

9.8

12.7

13.2

12.3

12.9

17.1

7.4

5.7

13.8

22.8

18.5

11.6

4.4

15.2

8.7

0 20 40 60 80

計画策定の⼿順が分からない

疾病などの専⾨知識の不⾜

データ分析の⽅法が分からない

質的評価の⽅法が分からない

分析に必要なデータ不⾜

ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ⽬標の設定⽅法が不明

ｱｳﾄｶﾑ⽬標の設定⽅法が不明

事業の優先順位付けの⽅法が不明

ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁへの対応⽅法不明

庁内の連携ができていない

医師会との連携ができていない

その他医療機関等との連携ができず

事業実施体制が構築できない

事業展開にあたり、展開⽅法不明

評価の⽅法が分からない

PDCAｻｲｸﾙによる事業展開⽅法が不明

解決
未解決

(%)

計画策定時の課題解決状況

計画策定時の課題とその解決率＜市町村国保＞

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果
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保険者は何を課題と感じているのか

14

46.4

60.7

40.1

37.1

42.4

46.6

28.6

18.2

24.0

15.2

40.5

42.3

54.5

29.4

54.0

58.5

33.2

38.5

8.0

12.1

10.1

7.6

7.3

7.3

15.2

18.2

19.6

9.4

13.7

12.4

16.1

12.6

10.3

14.3

5.9

8.5

0 10 20 30 40 50 60 70

計画策定⼿順 n=560

疾病等の知識 n=214

データ分析⽅法 n=504

分析に必要なデータ不⾜ n=224

アウトプット⽬標の設定 n=205

アウトカム⽬標の設定 n=234

庁内での話し合い ⽀援・評価委員会による⽀援 その他の連合会による⽀援
その他の外部有識者による⽀援 外部委託業者による⽀援 その他

(%)

計画策定時の課題とその解決率＜保険者種別＞

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

計画に記載された既存事業の内容＜保険者種別＞

＜市町村国保＞
n=1102

＜国保組合＞
n=61

＜後期⾼齢者医療広域連合＞
n=47

（複数回答）

76.3

78.9

56.5

54.0

20.4

13.9

3.6

15.3

0 20 40 60 80 100 

事業名

事業内容

事業の実施量（アウトプット）

事業の成果（アウトカム）

事業⽬標の達成要因

事業⽬標の未達の理由

その他

既存事業は記載していない

(%)

100.0

95.7

72.3

59.6

10.6

2.1

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100 

90.2

90.2

60.7

41.0

27.9

21.3

1.6

6.6

0 20 40 60 80 100 
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2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果
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現状分析の⽅法＜保険者種別＞

75.0

68.0

21.5

69.1

80.4

74.8

2.1

0 50 100

性・年齢別の分析

経年的な分析

地区別分析

同規模の他保険者との⽐較

全県データとの⽐較

全国データとの⽐較

その他

(%)

※1

※2

72.1

52.5

18.0

59.0

50.8

11.5

0 50 100

53.2

74.5

78.7

23.4

87.2

4.3

0 50 100

※1︓後期⾼齢者医療広域連合については、「他県データとの⽐較」
※2︓国保組合、後期⾼齢者医療広域連合には当該選択肢はない
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＜市町村国保＞
n=1102

＜国保組合＞
n=61

＜後期⾼齢者医療広域連合＞
n=47

（複数回答）

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

＜国保担当部署が主担当となり策定＞
n=788

＜衛⽣担当部署が主担当となり策定＞
n=288

実施した現状分析の項⽬＜市町村国保・主担当部署別＞
（複数回答）

＊：p<0.05

92.6

71.7

24.0

42.1

66.2

58.9

46.3

12.9

92.4

10.3

3.2

7.9

8.5

0 20 40 60 80 100

人口構成

死亡率

出生率

産業構造＊

平均寿命＊

健康寿命＊

地域の医療資源の状況＊

その他地域の概況

被保険者の性・年齢構成

被保険者の就業状況＊

保険料収納率

保健事業費

その他国保保険者の概況

地
域

概
況

国
保

保
険

者
の

概
況

95.8

81.3

24.3

72.2

86.5

76.7

63.5

10.4

89.9

18.8

4.5

9.0

9.0

0 20 40 60 80 100(%)

○ 市町村国保について、計画の策定体制は国保担当部署が主担当となっている。実施し
ている現状分析の項目をみると、国保担当部署が主担当で策定している場合は、疾病
別医療費、後発医薬品についてより高い割合で分析しており、衛生部署が主担当となっ
て策定している場合は、地域概況、生活習慣、健診結果、医療費の状況等多くの項目を
取り上げている。
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2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果
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＜国保担当部署が主担当となり策定＞
n=788

＜衛⽣担当部署が主担当となり策定＞
n=288

実施した現状分析の項⽬＜市町村国保・主担当部署別＞
（複数回答）

＊：p<0.05

78.8
66.7
66.3

82.3
81.9

78.1
80.9

70.1
27.8

2.1
99.3
96.2
92.0

66.0
85.1
86.8
92.0
91.3
90.3

57.6
58.3

51.7
8.0

0 20 40 60 80 100

58.6
46.6
48.1

65.5
62.7

58.8
61.8

49.0
28.6

3.2
99.1
93.9

84.1
49.6

72.3
75.0

81.6
81.1
79.2

40.7
41.9
41.5

8.0

0 20 40 60 80 100

服薬の状況＊
既往歴＊

体重増減傾向＊
喫煙習慣
運動習慣＊

食事の習慣＊

飲酒の習慣＊
睡眠状態＊

生活習慣改善意向
その他生活習慣の状況

特定健診実施率
特定保健指導実施率

メタボ該当・予備群の割合＊
非肥満高血糖者の割合＊

腹囲有所見者の割合＊
BMI有所見者の割合＊
血糖有所見者の割合＊
血圧有所見者の割合＊
脂質有所見者の割合＊

その他検査値の有所見者の割合＊
複数検査値での有所見者の割合＊

受診勧奨判定値該当者の割合＊

その他特定健診に関する項目

生
活

習
慣

の
状

況
特

定
健

診
・

保
健

指
導
等

(%)
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2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

実施した現状分析の項⽬＜市町村国保・主担当部署別＞

91.7
78.5

94.8
67.0

30.2
62.2

69.8
64.2
67.4

83.3
19.8

70.8
65.3

13.5
39.9

23.3
8.7

90.6
71.2

84.0
8.0

17.4
8.7

19.1
12.8

4.2

0 20 40 60 80 100

83.9
61.3

94.4
46.4

27.3
59.8
57.9

53.3
41.0

68.4
9.9

77.2
49.6

10.2
25.9

13.3
10.4

73.1
50.0

70.4
7.9

17.6
15.7

37.1
22.3

5.1

0 20 40 60 80 100

入院・外来の費用割合＊
受診率＊

１人当たり医療費
１件当たり日数＊

１日当たり医療費
１件当たり医療費

生活習慣病保有者数・率＊
基準額以上レセプト件数・率＊

６か月以上入院レセプト件数・率＊
人工透析者数・率＊

１人当たり後期高齢者医療費＊
疾病別医療費

健診受診状況別医療費＊
健診結果（検査値）別医療費

要介護度別医療費＊
要介護者の受診率＊

その他医療費に関する項目
介護認定率＊
介護給付費＊

要介護者の有病状況
その他介護に関する項目

がん検診受診者数・率＊
健(検)診ドック受診者数・率(特定健診以外)

後発医薬品の使用割合＊
重複・頻回受診者数・率

その他の項目

医
療

費
介

護
そ

の
他

（%）

19

＊：p<0.05

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

＜国保担当部署が主担当となり策定＞
n=788

＜衛⽣担当部署が主担当となり策定＞
n=288

（複数回答）
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課題抽出/⽬標設定した項⽬＜保険者種別＞
＜市町村国保＞ n=1102 ＜国保組合＞ n=61 ＜後期⾼齢者医療広域連合＞ n=47

（複数回答）

※のついた項⽬は
保険者種類によって
は該当する項⽬が
ないため空⽩となっ
ている

68.9

77.7

83.7

63.2

59.1

63.1

63.5

45.6

52.0

11.1

21.6

1.5

4.9

9.5

12.3

88.9

79.8

30.5

12.1

28.9

44.4

56.7

29.9

36.7

29.6

10.8

54.4

62.7

69.5

48.7

44.3

48.7

53.4

32.0

34.9

3.4

11.8

0.5

1.5

2.5

8.6

86.8

77.7

26.2

8.0

12.6

26.9

33.3

10.3

31.7

22.3

8.0

0  20  40  60  80  100 

メタボ

⾼⾎圧

糖尿病

脂質異常症

⼼疾患

呼吸器疾患

脳⾎管疾患

糖尿病性腎症

その他のCKD（慢性腎不全）

⼈⼯透析

筋⾻格系疾患

悪性新⽣物

フレイル（⼼⾝機能低下）

認知症

うつ

体重減少（低栄養）

サルコペニア（筋量低下）

摂⾷・嚥下障害

その他の精神疾患

その他疾患

特定健診・健診（実施率等）

特定保健指導（実施率等）

ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁ実施状況

その他の事業実施状況

健康状態全般

⽣活習慣

医療費

要介護認定率

後発医薬品

重複・頻回受診

重複服薬

(%)

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

63.9

78.7

73.8

68.9

29.5

27.9

31.1

16.4

21.3

8.2

36.1

0.0

1.6

6.6

9.8

85.2

85.2

27.9

11.5

4.9

36.1

29.5

0.0

31.1

13.1

1.6

49.2

57.4

55.7

47.5

21.3

23.0

27.9

11.5

11.5

1.6

27.9

0.0

1.6

4.9

8.2

80.3

78.7

27.9

9.8

1.6

24.6

19.7

0.0

27.9

13.1

1.6

0  20  40  60  80  100 

課題 ⽬標

66.0

61.7

27.7

44.7

23.4

40.4

40.4

27.7

29.8

31.9

19.1

10.6

14.9

8.5

10.6

8.5

12.8

12.8

76.6

31.9

48.9

19.1

57.4

61.7

17.0

38.3

38.3

17.0

17.0

8.5

19.1

31.9

10.6

12.8

6.4

4.3

8.5

4.3

2.1

6.4

4.3

10.6

6.4

85.1

23.4

27.7

8.5

57.4

66.0

17.0

0  20  40  60  80  100 
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計画に記載された事業＜保険者種別＞

51.1

86.2
32.7

28.6

12.3

72.5

30.9

39.5

28.3

60.3

52.5

43.5

34.8

43.3

31.6

5.4

48.3

16.2

56.6

1.7

0  20  40  60  80  100 

ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁ

特定健診・健診（実施率）向上に関する事業

若年層に関する健診

がん検診やその他健（検）診

⻭科に係る保健事業

特定保健指導実施率向上に関する事業

集団健康教室等の事業

⽣活習慣病予備群への保健指導

⾮肥満の者への保健指導

要治療・治療中断者の受診勧奨

糖尿病の重症化予防

⾼⾎圧症の重症化予防

脂質異常症の重症化予防

糖尿病性腎症の重症化予防

その他のCKD（慢性腎不全）の重症化予防

循環器系疾患の重症化予防

筋⾻格系疾患の重症化予防

フレイル（⼼⾝機能低下）の重症化予防

栄養に関する重症化予防

⼝腔に関する重症化予防

服薬に関する重症化予防

その他疾患の重症化予防

重複・頻回受診者に関する取組

重複服薬者に関する取組

後発医薬品に関する取組

地域包括ケア推進に係る取組

(%)

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

37.7
86.9

41.0

59.0

23.0
85.2

8.2

23.0

3.3

21.3

31.1

26.2

19.7

13.1

4.9

3.3

14.8

3.3

44.3

0  20  40  60  80  100 

38.3

100.0

6.4

89.4

10.6

40.4

31.9

4.3

4.3

4.3

6.4

4.3

6.4

4.3

0.0

17.0

44.7

72.3

6.4

0  20  40  60  80  100 

※のついた項⽬は保険
者種別によっては該当
する項⽬がないため空
⽩となっている
注) はそれぞれ
の保険者種別で計画
に記載された事業上位
４つ

21

＜市町村国保＞n=1102 ＜国保組合＞n=61 ＜後期⾼齢者医療広域連合＞n=47
（複数回答）

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果
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計画内での事業の優先順位付け＜市町村国保＞

【事業の優先順位付けの有無】 【優先順位付けの理由】

（複数回答）

優先順位付

けを⾏って

いる

46.8%

優先順位付

けは⾏って

いない

52.2%

無回答

0.9%

n=1059

46.2

68.3

54.4

17.7

0 20 40 60 80 100 

対象者数の多さ

対象疾患の医療費の⾼さ

改善可能性の⾼さ

その他

(%)

22

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

平成27年度に実施した個別保健事業＜保険者種別＞

※のついた項⽬は
保険者種別によっ
ては該当する項⽬
がないため空⽩とな
っている

67.4

87.1

60.4

76.9

50.3

72.4

43.1

51.3

38.1

56.8

46.3

36.5

30.1

33.8

31.1

3.6

47.2

20.7

60.5

4.3

0 20 40 60 80 100 

ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁ

特定健診実施率向上に関する事業

若年層に関する健診

がん検診や他健（検）診

⻭科に係る保健事業

特定保健指導実施率向上に関する事業

集団健康教室等の事業

⽣活習慣病予備群への保健指導

⾮肥満の者への保健指導

要治療・治療中断者の受診勧奨

糖尿病の重症化予防

⾼⾎圧症の重症化予防

脂質異常症の重症化予防

糖尿病性腎症の重症化予防

その他のCKD（慢性腎不全）の重症化予防

循環器系疾患の重症化予防

筋⾻格系疾患の重症化予防

フレイル（⼼⾝機能低下）の重症化予防

栄養に関する重症化予防

⼝腔に関する重症化予防

服薬に関する重症化予防

その他疾患の重症化予防

重複・頻回受診者に関する取組

重複服薬者に関する取組

後発医薬品に関する取組

地域包括ケア推進に係る取組

(%)

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

44.7

77.4

60.4

75.5

22.6

61.6

8.2

16.4

5.0

11.3

5.7

4.4

3.8

3.1

1.9

0.6

14.5

5.7

49.7

0 20 40 60 80 100 

40.4

97.9

12.8

72.3

17.0

21.3

10.6

0.0

4.3

2.1

0.0

8.5

8.5

2.1

4.3

27.7

34.0

85.1

4.3

0 20 40 60 80 100 

23

＜市町村国保＞ n=1102 ＜国保組合＞ n=61 ＜後期⾼齢者医療広域連合＞ n=47
（複数回答）

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果
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どの様な保健事業を落とし込んでいるか

24

国保
30%

被用者保険
57%

後期高齢者
13%

市町村における保険者種別割合

25

市町村国保の特徴から
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被保険者規模別（市町村国保）

保険者規模 被保険者数 総数 構成比

大規模 １０万人以上 ６１ ３．５％

中規模 ５千～１０万人未満 １，００７ ５７．９％

小規模 ～５千人未満 ６７０ ３８．６％

計 １，７３８ １００．０％

26

925,618 
858,400  788,543  859,298 

1,546,523 

2,685,775  2,666,873 

763,016  728,722  722,890 

940,752 

1,961,963 

3,148,201  3,122,635 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

対
象
者
数
（
人
）

年齢階層

男性

女性

性・年齢別特定健診対象者数
（平成26年度市町村国保）

27
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年齢階級別1人あたり医療費
（平成25年）

60歳から
医療費が急増

28

年度別・保険者種別特定健診実施率の推移

29

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

特
定
健
診
実
施
率

市町村国保 国保組合 協会けんぽ 船員保険 健康保険組合 共済組合

市町村国保
国保組合は
伸び悩み
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30

※1． 平成27年度国勢調査 ※2． 「国⺠健康保険事業年報(平成26年度)」 ○留意事項
※3． 全被保険者数÷⼈⼝ ※4． KDB内にデータが存在する市町村国保保険者数  ・ KDBシステム参加保険者を対象。  ・ 医療機関は⻭科を除く。
※5． 国保中央会集計値（平成27年度速報値）  ・ KDBシステムにおける定型帳票とは異なる集計ルールで作成。

127,094,745⼈ 26.6% 33,025,431⼈ 26.0%
KDB参加保険者数※4 特定健診対象者数 特定健診実施率※5

＜ 全国集計 ＞

基礎データ

⼈⼝※1 ⾼齢化率※1 全被保険者数※2 国保加⼊割合※3

1,733保険者 ／1,741 22,599,591⼈ 36.3%

医療機関への受診
有 無 合計

特
定
健
診
の
受
診

有

受診者数 7,179,242⼈ 546,736⼈ 7,725,978⼈

68.6% 63.8%

無

未受診者数

健診対象者に占める割合 49.7% 16.1% 65.8%

健診対象者に占める割合 31.8% 2.4% 34.2%
うち⽣活習慣病有 4,926,286⼈ 4,926,286⼈

受診者数に占める割合

うち⽣活習慣病有 7,117,886⼈ 7,117,886⼈
未受診者数に占める割合 63.4% 47.9%

11,228,174⼈ 3,645,439⼈ 14,873,613⼈

合
計

合計⼈数 18,407,416⼈ 4,192,175⼈ 22,599,591⼈
健診対象者に占める割合 81.5% 18.5% 100.0%

うち⽣活習慣病有 12,044,172⼈ 12,044,172⼈
合計⼈数に占める割合 65.4% 53.3%

市町村国保の特定健診対象者における
特定健診受診と医療機関受診の関係図（平成27年度）

（KDBシステムにおける生活習慣病の定義から、がん・筋骨格・精神を除外し再掲とした）

事業の評価

31

保健事業の評価の視点

保険者等が実施した保健事業について、ストラクチャー評価（構造）、プロセス評価（過程）、
アウトプット評価（事業実施量）、アウトカム評価（結果）の4つの観点で行う

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインより
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既存事業と健康課題の関係
（データヘルス計画との関係性）

事業目的

事業企画

対象者 実施期間 事業内容 実施体制・方法現状 課題

評価計画

ストラクチャー
評価

プロセス
評価

アウトプット
評価

アウトカム
評価

目
標
値

（
評
価
項
目
・

評
価
指
標
）

評
価
体
制
・

方
法

実
施

時
期

作成日： 年 月 日
様式４ 個別保健事業計画

保険者名： 事業名： あ

「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン」より抜粋

事業目標：

ストラクチャー評価 プロセス評価 アウトプット評価 アウトカム評価 総合評価

目
標
値

（
評
価
項
目
・評
価
指
標
）

達
成
（
未
達
成
）
状
況
の
確
認
と
評
価

作成日 年 月 日

様式５ 個別保健事業 事業評価シート（事業実施後）

保険者名： 事業名： あ

「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン」より抜粋
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40.6 

46.6 

15.9 

30.7 

1.3 

1.9 

1.9 

16.5 

0 20 40 60 80 100

計画策定主担当部署での⾃⼰評価

計画策定主担当、連携部署の評価

外部関係者も参加する場での評価

⽀援・評価委員会の評価

有識者等第三者による評価

外部委託業者による評価

その他

評価体制は定めていない

(%)

計画の評価体制＜市町村国保＞
n=1102

（複数回答）

34

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

平成26年度に計画策定した保険者の⾃⼰評価＜市町村国保＞

3.6

3.0

1.1

2.5

1.9

60.7

63.1

46.2

53.0

36.9

28.7

26.5

38.8

36.6

44.8

5.2

4.9

10.7

4.9

11.7

0.5

1.1

1.9

1.9

3.3

1.4

1.4

1.4

1.1

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状分析に対する⾃⼰評価 n=366

課題抽出に対する⾃⼰評価 n=366

⽬標設定に対する⾃⼰評価 n=366

事業選択に対する⾃⼰評価 n=366

PDCAサイクルによる事業運営に対する⾃⼰評価 n=366

⼗分である 概ね⼗分である どちらともいえない あまり⼗分ではない ⼗分ではない 無回答

35

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果
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※のついた項⽬は
保険者種別によっ
ては該当する項⽬
がないため空⽩とな
っている

35.8 

42.8 

48.7 

8.1 

20.7 

35.6 

4.0 

30.4 

23.6 

21.2 

48.3 

52.3 

52.3 

41.2 

3.1 

0 20 40 60 80 

ﾃﾞｰﾀに基づき事業優先順位付けを検討

ﾃﾞｰﾀに基づき事業対象者を設定

ﾃﾞｰﾀに基づき事業内容を設定

第三者の視点を盛込み計画策定

分析結果を踏まえて関係者に協⼒要請

他部署と連携し事業検討・実施

都道府県とより緊密な関係になった

国保連合会とより緊密な関係になった

事業に関する進捗管理が明確化した

健康状態が明確になり、⾃信をもって事業

実施

PDCAｻｲｸﾙを意識した事業の取組実施

医療費適正化を意識し始めた

健康づくりの⽬的が明確になった

ﾃﾞｰﾀに基づいた事業評価

その他

(%)

※

※

16.4

16.4

31.1

9.8

11.5

23.0

11.5

8.2

31.1

26.2

47.5

18.0

4.9

0 20 40 60 80 

12.8 

21.3 

21.3 

4.3 

42.6 

29.8 

25.5 

10.6 

42.6 

63.8 

44.7 

27.7 

4.3 

0 20 40 60 80 

36

2016.8 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果

＜市町村国保＞ n=1102 ＜国保組合＞ n=61 ＜後期⾼齢者医療広域連合＞ n=47
（複数回答）

計画を策定したことにより保健事業の実施・体制にみられた変化
＜保険者種別＞

• 特定健診受診率・特定保健指導実施率の状況（県内比較）から取り組みを検討
• リスク別にターゲットを絞った重症化予防事業や、全体に向けたポピュレーションアプローチまでを網羅的に進める
• 生活習慣病等による医療費の増加、医療費適正化を図る
• 被保険者の健康意識を高める、自己健康管理の意識の啓発を図る
• 以前より基本方針を策定してたが、この機会に最新のデータに基づく現状分析を実施「医療費の抑制」「QOLの維持・向上」を狙いに
• 入院件数の割合よりも入院医療費の割合が高い・入院外受診率は低く、入院受診率が高い。自覚症状がでるまで受診していない
• 被保険者の優先的に取り組む必要のある健康課題を明らかにし、効果的な保健事業に取り組む
• 健診も医療も受けていない人を減らす、健診だけを受ける健康な人を増やす

• 国保担当部署と衛生担当部署職員で課題の抽出・目標設定・具体的な事業内容検討
• 保健師が効果的な事業の検討・選定を行い、事務職が事業を実施する上での対象者選定のプロセス等検討
• 協会けんぽから提供された被用者保険加入者の健診データも参考にした
• データヘルス計画策定委員会を組織し、医師会等関係機関との協働で計画策定
• 計画策定にあたり、局長、市長説明を行った
• 全庁的に生活習慣病対策を検討する会議を設置し、積極的に活用
• 国保運営委員会に諮り、審議を経て策定

• 医療費、健診結果の量的データのみではなく、今までの蓄積された質的データも反映
• 健診未受診者、実態把握、健康無関心層に対するアプローチ
• 保健事業を評価するための保健事業支援システムを導入
• 概ね把握していた健康課題に応じて、現状分析を実施、
• 予防可能な生活習慣病についての課題から、中長期的・短期的な目標を設定した
• 保健指導の効果を個人・集団レベルで評価できるように、問診項目に町独自の項目を追加し、データを追跡できる仕組みを作った
• 保健衛生部門と連携を図ることにより、国保被保険者のみを対象とした事業に特化した内容から健康づくりを
• 介護の原因疾患について、関係各課が連携し分析をおこなうことができた。それにより関係各課との連携が進んだ。

背景・ねらい

計画策定体制

特徴・気づき

保険者が策定したデータヘルス計画より①
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データ分析を行い、
被保険者の健康意
識を高め、医療費
適正化につなげる

国保担当部署と衛生
担当部署との連携

新たに会議を設置し
協議

日頃からの保健活動
をデータで反映

新たなシステム導入
やデータ追跡の仕組

みづくり

広く健康づくりの視点
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• 特定健診の結果、血圧及び血糖の有所見割合が高い・特定健診の初回受診者が低く、受診者が固定化している
• 自主・自立的に、生活習慣の改善や健康増進に取り組む人を支援するための仕組みや環境づくりをすること⇒意識改革・改善
• 特定健診受診率は県内の市町村に比べ高いが、特定保健指導実施率は低水準である
• ジェネリック医薬品の普及啓発を推進し、普及率向上を図る必要がある・腎不全による受診率、医療費が高い
• 生活習慣のうち食習慣、飲酒、喫煙に課題のある者が多い・高額な医療費がかかる人工透析の予備軍である対象者が多数存在する
• 医療費、死亡率が高く要介護の原因疾患である脳血管疾患、虚血性心疾患の重症化予防が最優先課題
• 特定健診も医療も受けていない人が多い・・特定健診受診率に地域差等があり、ターゲットを絞った取り組みが必要

• 特定健診受診率が前年度よりも４％向上する ・特定保健指導実施率が前年度よりも１０％向上する
• 糖尿病・心疾患患者の歯科未受診者２０％減。生活習慣病の未治療者２０％減、
• 医療費の抑制、29年度の「１人当たり医療費」について、対平成25年度比伸び率を２ポイント抑制
• 糖尿病の新規有所見者の減少・HbA1c 6.5%（治療中７％）以上者割合を対前年比２％減少
• 健診も医療も受けていない人を減らす、健診だけを受ける健康な人を増やす
• 受診勧奨値以上の者が医療機関を受診する（９０％以上）
• がん予防と早期発見、治療・介護認定につながる生活習慣病等の発症・重症化予防

• 特定健診結果、Ⅱ度Ⅲ度高血圧（160/100mmHｇ）以上の者への保健指導
• 特定健診受診率向上、特定健診未受診者受診勧奨、継続受診を増やす取り組み
• 減塩の普及啓発・食生活推進員による地域活動
• CKD予防連携システムを活用した腎機能低下予防対策・腎重症化予防で専門医への受診勧奨や保健指導実施
• 医療費適正化対策（後発医薬品促進通知・糖尿病等起因歯科健康診査の定員増他）
• 健康づくりを支援するインセンティブの導入・保健センターへセルフケアコーナーの設置
• 生活習慣病（患者歯科受診勧奨事業、医療受診勧奨事業、生活改善指導事業）
• 対象疾患の医療費の高さにより、優先的に取り組む
• かかりつけ医療機関による特定健診の実施

既存事業の振り返りや現状分析から抽出した課題

課題を踏まえ設定した目標

目標達成のために選択した事業
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保険者が策定したデータヘルス計画より②

健診・レセプト・介
護データから健康
課題へつなげる

目標を数値で示す

重症化予防や健
康づくり、医療機
関への働きかけな
ど保険者の状況
に沿った事業展開

• メタボ該当者や・予備群の減少も図れていないので生活習慣病の重症化予防を最優先課題として引き続き実施
• 28年度CKD重症度分類に基づいて抽出し追加、重症化予防のため保健指導事業を拡大、第2期に向け対象者や方法が適当なの
か検証
• 市内を地区別に分析していきたい
• 第3期特定健診実施計画と合わせて評価、改善、策定を行う

• 引き続き生活習慣病の予防及び重症化予防に取り組み、国・県が策定する糖尿病性腎症重症化予防プログラムに準じた対策を実
施
• 具体的な目標数値を設定して取り組んでいく、医療費適正化のための事業も整理したデータヘルス計画としたい
• 第1期計画の実施評価や現状分析を踏まえて、保健事業の改善や新規に取り組む必要がある事業の実施を検討したい
• 第1期対策の評価をベースに、第3期特定健診等実施計画及び地域包括ケアとの連動性や保険者努力支援制度の導入を意識し
て・・・
• 第1期計画では高額医療になる病名等の分析ができたので、第2期計画においては高額医療が発生する可能性のある病気になる
こと及び重症化予防を防ぐことができ、医療費適正化がより一層推進される事業を検討する必要がある。
• 第1期の更なる推進と低迷している特定保健指導終了率の向上対策を重点的に行い、生活習慣病予防に努めていきたい。
• 第1期では、既存事業の見直しが中心となっているが、医療機関との連携が図れてきた糖尿病重症化予防を特に進めていきたい
• 平成28年度に実施した事業の進捗状況や評価結果を踏まえて、既存事業の拡充による展開や被用者保険のデータとの連携など
新たな取り組みの必要性や可能性について検討していく
• 生活習慣病の実施体制を明確化できたことにより、協働で事業計画や事業評価を展開させるとともに、第3期特定健診等実施計画
等連動した計画を目指す
• 明らかになった健康行動や意識、健診受診状況と、改めて行う医療費分析や健診結果を合わせて策定したい
• 高齢期の健康作りには生活習慣病の重症化予防と高齢期特有の健康課題に取り組むことであり、改めて現状分析を行う
• 最終アウトカム指標の達成状況を評価し、他の計画の進捗も見極めながら計画を見直す

• 改めて現状分析を行い、他の疾患についての対応を検討していきたい。疾病を予防する観点から、若い世代のうちから健康に関す
る意識高揚を図るため、生活習慣を見直す機会及び運動習慣を身に付けるきっかけを提供する方法を検討したい
• 1期で新規実施した保健事業についてアウトカム評価を徹底し、対象者選定の妥当性や保健事業の実施内容の精査を行う

• 保健事業が将来の医療費に与える影響などを分析し、被保険者の健康作りの意識づけとインセンティブ事業の実施により、健康長
寿・医療費の適正化を図っていきたい

第2期データヘルス計画に向けて
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保険者が策定したデータヘルス計画より③

優先課題を
引き続き実施

事業評価（アウト
カム）をしっかり行
い、次の計画に生

かす
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平成29年度都道府県及び市町村主管課職員研修資料 40

４．国民健康保険における第2期データヘルス計画の策定・実施に
向けての方向性

１）事業評価から事業の改善
○ストラクチャ・プロセス・アウトプット・アウトカム評価をし、効果があっ

た事業や見直しの必要な事業、引き続き取り組んでいくべき事業につ
いて評価検討し、次期計画に反映

２）生活習慣病以外の健康課題にも着目（データ分析より）
○がん検診・メンタル・筋骨格系 等

○加入者の健康意識の醸成・・・地域・職場環境への働きかけ（健康に
暮らせる地域・職場づくり）

６）連携を図り、互いに理解して作り上げていく
○庁内の連携 ○医療連携 ○地域・社会資源の活用

４）保険者・個人へのインセンティブの推進

５）医療費適正化の取組
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３）糖尿病性腎症等重症化予防事業の実施(国をあげての取り組み）

５.見直しに向けた課題


